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資本サービスに係る推計の概要

平成 29 年 6 月 29 日  
経済社会総合研究所

国 民 経 済 計 算 部

「資本サービス」とは、蓄積された非金融資産が生産活動に与える貢献（フロー）を表す概念であり、

国民経済計算の最新の国際基準である 2008SNA において、補足情報として作成することが推奨されて

いる。内閣府経済社会総合研究所においては、我が国の国民経済計算（JSNA）の 2008SNAへの対応を

検討する中で、資本サービスの推計方法について開発を行ってきたところであり、今般、2008SNAに対

応した JSNA の平成 23 年基準値を踏まえ、新たに資本サービスに係る諸計数を推計し、参考系列として

公表する。

資本サービスの推計にあたっては、各資本保有主体（企業）について、資本所得と資本サービス費用が

一致する水準に資本収益率（割引率）が内生的に決定されると仮定した。推計の対象範囲について、資本

所有主体としては、諸外国との比較を踏まえ、民間法人企業、公的企業、個人企業（持ち家を除く）の３

部門、およびその合計とした。また、対象とする非金融資産については、固定資産 1（住宅、住宅以外の

建物、構築物、輸送用機械、情報通信機器、その他の機械・設備、育成生物資源、研究・開発、コンピュ

ータソフトウェア）、土地 2、在庫とした。推計期間については、平成 23 年基準 JSNA の 2015年年次推

計と同じく 1994 年以降とした。計算方法の詳細は以下のとおり。 

時点 𝑡𝑡（𝑡𝑡 = 1994,以降）、資本財の種別 𝑖𝑖、部門 𝑗𝑗（𝑗𝑗 = 1：民間法人企業, 2：公的企業, 3：個人企業）

について、以下の関係が成立する。（なお �は内生変数を表す。） 

𝑉𝑉𝑗𝑗,𝑡𝑡 = ∑ �𝐾𝐾𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡�𝑖𝑖  , … ① 

ただし 𝐾𝐾𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡 ≡ �̂�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐾𝐾  𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1 , … ② 

�̂�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐾𝐾 = ��̂�𝑟𝑗𝑗,𝑡𝑡 + 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

�̅�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐴𝐴

𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴 − 𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝑒𝑒 �𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴 , … ③ 3

1 推計はコモディティ・フロー法 6 桁品目に相当する詳細な分類の資本財について行っている。なお、防衛装備品や社会

資本等については、非市場生産者のみが所有する固定資産であり、推計対象からは除外している。
2 推計は宅地、耕地、林地・その他の土地別に行っている。 
3 資本財 i の資本サービス価格�̂�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝐾𝐾 は以下の裁定式を満たすように決定される。

資本財 i の実質資本ストック 1 単位について、 
（ t 期に要する資本サービス費用）＋（t 期末の予想資産価値）＝（１＋内部収益率）×（ t 期首の資産価値）  

 𝑝𝑝�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐾𝐾 + �𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝐴𝐴 𝑒𝑒 − 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑝𝑝� 𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐴𝐴 �     =  �1 + 𝑟𝑟�𝑗𝑗,𝑡𝑡 �  ×  𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1

𝐴𝐴  
この式を整理すると③式が得られる。すなわち、

�̂�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐾𝐾 = �̂�𝑟𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1

𝐴𝐴 + 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡�̅�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐴𝐴 − �𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝐴𝐴 𝑒𝑒 − 𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴 �= ��̂�𝑟𝑗𝑗 ,𝑡𝑡 + 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝑝𝑝̅𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐴𝐴

𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1𝐴𝐴 −𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝑒𝑒 �𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1

𝐴𝐴  

参考４－２ 
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𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡 = 𝜙𝜙�𝑖𝑖,𝑗𝑗 𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1 . … ④ 

なお、数式内の変数のうち、以下のものは外生変数であり、推計では JSNA の結果を利用している。 
𝑉𝑉𝑗𝑗 ,𝑡𝑡：資本所得 = 総営業余剰＋生産・輸入品に課される税の一部 4 
（なお、総営業余剰＝営業余剰（純）＋固定資本減耗である） 
𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐴𝐴 ：資本財価格（取得価格デフレーター: 期末表示） 
�̅�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐴𝐴 ：資本財価格（期中平均価格）   

𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝑒𝑒

：予想資本財価格変化率（期末価格）  

なお、資本財価格変化率の予想については、以下のように定義した。 

𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡 ≡
𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡
𝐴𝐴 −𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−1

𝐴𝐴

𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴  , 𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝑒𝑒 ≡ 1

2
𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡 + 1

3
𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1 + 1

6
𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−2  

ただし、在庫については価格変動が大きいため、以下のように定義した。 

𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡
𝑒𝑒 ≡

1
3
𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡 +

4
15
𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1 +

1
5
𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−2 +

2
15

𝜋𝜋𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−3 +
1

15
𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−4 

𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡：資本財別償却率 5 
𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡：実質資本ストック：𝑡𝑡期末（＝𝑡𝑡 + 1期首） 

他方で、以下はモデル内で計算される内生変数である。（ �で表記） 
𝐾𝐾𝐾𝐾� 𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡：資本財𝑖𝑖の資本サービス費用（𝑡𝑡期の生産活動における資本財𝑖𝑖の資本サービス投入への対価） 
�̂�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡
𝐾𝐾 ：資本サービス価格（資本財 i の実質資本ストック 1 単位を生産に用いた際に必要となる資本

サービス費用） 
�̂�𝑟𝑗𝑗,𝑡𝑡：内部収益率 
𝐾𝐾�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡：資本サービス投入量（フロー） 
𝜙𝜙�𝑖𝑖,𝑗𝑗：年次化要素（Annualization Factor） 
※ 𝜙𝜙�𝑖𝑖,𝑗𝑗は実質資本ストックを資本サービス投入量（フロー）に変換するパラメーターであり、各時

点を通じて一定と仮定 
 

上記の定式化について簡単に解説すると、①式は「資本所得＝資本サービス費用の合計」を表す関係

式（予算制約）であり、資本サービス投入に要する費用は当期の付加価値における資本への分配（資本

所得）で規定されることを意味している。②式は資本サービス費用の定義であり、各主体が使用する各

種資本財における資本サービス価格×実質資本ストックとする。その際に、当期の生産に利用可能な資

本として、当期首（＝前期末）の実質資本ストックを用いる 6。③式は資本サービス価格と資本財取得

価格の間の関係（裁定条件）を意味する。④式は資本サービス投入量と期首実質資本ストックとの関係

                                              
4 資本所得の計算に際しては、営業余剰（総）に加えて、生産・輸入品に課される税－補助金のうち、生産活動に使用さ

れる非金融資産の取得や保有に課される税についても含めて定義した。 
5 JSNA における固定資本減耗は、期首（＝前期末）資本ストック×償却率として推計している。 
6 資本サービスの発生時点については、購入直後から使用可能な場合もあれば建設後に実際の運用まで時間がかかる場合

もあり、設備の種類も含めて様々な解釈がありうるが、今回は JSNA における固定資本減耗の発生時点の扱いと合わ

せ、期首に利用可能な前期末資本ストックから当期中の資本サービスが発生するものと仮定した。 



3 
 

式であり、当期に生じる資本サービスは利用可能な期首の資本ストックに比例し、その関係は時点によ

らず一定と仮定する。 

 

外生変数として使用したデータ系列は、以下のとおり作成した。 

𝑉𝑉𝑗𝑗 ,𝑡𝑡 法人企業（民間・公的）については国民経済計算年報フロー編付表 20（暦年）の「営業余

剰（総）」を使用。個人企業の営業余剰については、制度部門別所得支出勘定（家計）にお

ける「混合所得（総）」から、簡易的に推計した個人企業の労働所得を控除して推計。その

際、JSNA では個人企業の労働所得の推計を行っていないため、慶應義塾大学産業研究所

のデータベース（KDB）の労働データを利用して以下のとおり計算した。 
 個人企業の労働所得 
  ＝[自営業主の（就業者数×平均労働時間×時間あたり賃金率）＋ 
    家族従業者の（就業者数×平均労働時間×時間あたり賃金率）] × 調整率 

調整率 ＝ 短時間労働者の時間あたり賃金率／一般労働者の時間あたり賃金率 
資本所得に加算した生産・輸入品に課される税については、非金融資産の取得や保有に課

される税（固定資産税、不動産取得税、自動車関係税等）とし、各税の支払の部門別につ

いては、「固定資産の価格等の概要調書」、「道府県税の課税状況等に関する調」、「市町村税

課税状況等の調」（いずれも総務省）等を利用。 
𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡
𝐴𝐴  固定資産については、国民経済計算年報ストック編付表 4（固定資本ストックマトリック

ス）の推計に使用する資本財取得価格デフレーターを使用。在庫については、推計作業段

階における形態別在庫のデータから一国全体の在庫合計に係る名目ストック額𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑡𝑡
𝐴𝐴 𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑡𝑡と実

質ストック額𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑡𝑡を計算し、𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑡𝑡
𝐴𝐴 を事後的に計算。土地については、宅地、耕地、林地・その

他の土地別の名目ストック額の市場生産者合計𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑡𝑡
𝐴𝐴 𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑡𝑡と「固定資産の価格等の概要調書」か

ら得られる地積𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑡𝑡を用い、𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑡𝑡
𝐴𝐴 を事後的に計算。 

𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡 国民経済計算年報ストック編付表４（固定資本ストックマトリックス）の推計に使用する

資本財別償却率を使用。土地と在庫については非償却資産であり、償却率は 0。 
𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡 名目期末資産残高（名目資本ストック） 𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡

𝐴𝐴 𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡と資本財取得価格デフレーター 𝑝𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡
𝐴𝐴 から

計算。なお。名目資本ストックのうち、家計の土地について、宅地は「固定資産の価格等

の概要調書」の決定価格を利用し、非住宅用地を個人企業分とした。家計の耕地と林地・

その他の土地は全て個人企業に属することとした。 

 
上の①、②、③式より 

𝑉𝑉𝑗𝑗,𝑡𝑡 = ∑ ��𝑟𝑟�𝑗𝑗,𝑡𝑡 + 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
�̅�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐴𝐴

𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴 − 𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝑒𝑒 �𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴 𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1�𝑖𝑖  , 

⇔ �̂�𝑟𝑗𝑗,𝑡𝑡 =
𝑉𝑉𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−∑ ��𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡�̅�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝐴𝐴 𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴� −𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝑒𝑒 �𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴 𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1�𝑖𝑖

∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐴𝐴 𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1𝑖𝑖

  … ⑤ 
と内部収益率を計算することができる。 
 

ここで各資本財に対する資本サービスの価格指数𝑃𝑃𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡
𝐾𝐾 ＝�̂�𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡

𝐾𝐾 𝜙𝜙�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗� を導入する。その上で、適当な𝑡𝑡 = 𝑇𝑇  
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を基準年として、𝑃𝑃𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑇𝑇
𝐾𝐾 ＝1 と定めると、�̂�𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑇𝑇

𝐾𝐾 ＝𝜙𝜙�𝑖𝑖,𝑗𝑗となる。これを③式に代入すると、 

�̂�𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑇𝑇
𝐾𝐾 ＝𝜙𝜙�𝑖𝑖,𝑗𝑗 = ��̂�𝑟𝑗𝑗,𝑇𝑇 + 𝛿𝛿𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑇𝑇

𝑝𝑝�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑇𝑇
𝐴𝐴

𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑇𝑇−1
𝐴𝐴 − 𝜋𝜋𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑇𝑇

𝑒𝑒 �𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑇𝑇−1
𝐴𝐴   … ⑥ 

として𝜙𝜙�𝑖𝑖,𝑗𝑗が求められる。 
次に⑤式の�̂�𝑟𝑗𝑗 ,𝑡𝑡を③式に、⑥式の𝜙𝜙�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗を④式に代入することにより、�̂�𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡

𝐾𝐾 及び𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡がそれぞれ導出され、

最後に、�̂�𝑝𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡
𝐾𝐾 を②式に代入することにより、𝐾𝐾𝐾𝐾� 𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡が導出される。 

なお、今回の計算においては、𝑇𝑇 = 2011 と設定した。 
 

資本財や部門を統合した資本サービス投入量の集計には、上記の各資本財に対する資本サービスの価

格指数をウェイトとしてラスパイレス連鎖統合を用いる。部門 j における集計資本サービス投入量を𝐾𝐾𝑗𝑗 ,𝑡𝑡

とするとき、 

𝐾𝐾𝑗𝑗 ,𝑡𝑡 = 𝐾𝐾𝑗𝑗,𝑡𝑡−1 ∙
∑ 𝑃𝑃𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1

𝐾𝐾 ∙ 𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡𝑖𝑖

∑ 𝑃𝑃𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐾𝐾 ∙ 𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1𝑖𝑖

 

   = 𝐾𝐾𝑗𝑗,𝑡𝑡−1 ∙��
𝑃𝑃𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
𝐾𝐾 ∙ 𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−1

∑ 𝑃𝑃𝑖𝑖 ,𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−1
𝐾𝐾 ∙ 𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1𝑖𝑖

∙
𝐾𝐾�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝐾𝐾�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
�

𝑖𝑖

 

と表すことができる。 

𝑣𝑣𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡 ≡
𝑃𝑃𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐾𝐾 ∙𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

∑ 𝑃𝑃𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡
𝐾𝐾 ∙𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑖𝑖

=
𝐾𝐾𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡

∑ 𝐾𝐾𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑖𝑖
 ：部門 j の資本サービス費用に占める資本財𝑖𝑖のシェア 

とすると、 

𝐾𝐾𝑗𝑗 ,𝑡𝑡 = 𝐾𝐾𝑗𝑗,𝑡𝑡−1 ∙��𝑣𝑣𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1  ∙
𝐾𝐾�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡

𝐾𝐾�𝑖𝑖 ,𝑗𝑗,𝑡𝑡−1
�

𝑖𝑖

 

となる。 
さらに部門間を統合した市場生産者全体の集計資本サービス投入量を𝐾𝐾𝑡𝑡とするとき、 

    𝑣𝑣𝑗𝑗,𝑡𝑡 ≡
∑ 𝐾𝐾𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑖𝑖

∑ ∑ 𝐾𝐾𝐾𝐾�𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑗𝑗𝑖𝑖
 ：市場生産者全体の資本サービス費用に占める部門 j のシェア 

とすると、 

𝐾𝐾𝑡𝑡 = 𝐾𝐾𝑡𝑡−1 ∙��𝑣𝑣𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−1 ∙  
𝐾𝐾𝑗𝑗 ,𝑡𝑡

𝐾𝐾𝑗𝑗 ,𝑡𝑡−1
�

𝑗𝑗

 

となる。なお試算結果においては、𝐾𝐾2011 = 100と基準化した資本サービス投入量の指数を表記した。 
 
今回参考系列として公表する計数表は、 
・所有主体：民間法人企業、公的企業、個人企業、合計 
・資産種類：住宅、住宅以外の建物、構築物、輸送用機械、情報通信機器、その他の機械・設備、育成 
      生物資源、研究・開発、コンピュータソフトウェア、土地、在庫 
ごとに、1994 暦年以降について、 
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① 資本ストック（期首）：ラスパイレス連鎖指数（2011 年期首＝100） 
② 資本サービス投入量：ラスパイレス連鎖指数（2011 年＝100） 
③ 資本サービス価格：パーシェ連鎖指数（2011 年＝100） 
④ 資本サービス費用：実額（10 億円） 
である。 
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